
Theaimofthisthesisistostudytheconsentofconflictparties
fortheUnited NationsTruceSupervision Organization
（UNTSO）.Theconsenthasbeenhistoricallychanged.
Firstly,on29May1948,theSecurityCouncil,inresolution
50,calledforacessationofhostilitiesinPalestineanddecided
thatthetruceshouldbesupervisedbyanUNmediator,with
theassistanceofagroupofmilitaryobservers.Afterresolution
50wasadopted,theconflictpartiesacceptedtheresolution.In
June1948,UNTSO wasdispatched.Subsequently,the
GeneralArmisticeAgreementsof1949wereconcludedamong
thefourparties.Thefoundationoftheconsentoftheconflict
partieswasthesefourGeneralArmisticeAgreementsof1949.
InthecaseofUNTSO,theconsentofconflictpartieswasnot
givenbeforedispatch.

1

国連休戦監視機構における

「紛争当事者による同意」の分析

庄司真理子＊

AnAnalysisoftheConsentofConflictPartiesfor
theUnitedNationsTruceSupervisionOrganization

MarikoSHOJI

＊しょうじ・まりこ：敬愛大学国際学部助教授 国際機構論・国際関係法

AssociateProfessorofInternationalStudies,FacultyofInternationalStudies,Keiai
University;internationalorganizationsandlawofinternationalrelations.

敬愛大学国際研究／第4号／1999年11月



In1956thesecondMiddleEastwarbrokeout,andIsrael
denouncedtheGeneralArmisticeAgreementwithEgyptof
1949.TheSecretary-Generaldidnotacceptthisunilateralde-
nunciationasvalid,sotheUNinterpretationsoftheconsentof
conflictpartieswerestilleffective.
DuringtheJune1967war,theUnitedNationsshowedtwo
differentattitudestotheconsentofconflictpartieswhileatthe
requestoftheEgyptianGovernment,theUnitedNations
EmergencyForceI（UNEFI）waswithdrawn.Ontheother
hand,theUnitedNationsrejectedtherequestoftheIsraeli
Government.HavingdenouncedtheArmisticeAgreement
with Egyptin 1956,Israeldenounced theotherthree
ArmisticeAgreementsafterthewarof1967.Accordingly,the
UN machinery forthe supervision ofthese Armistice
Agreementshasbeenmaintained.FollowingtheArab-Israeli
warofJune1967,UNTSOperformedanewmandate,which
wasthemonitoringofthecease-fireintheSuezCanalareaand
theGolanHeights.Oninstructionsfrom theSecretary-
General,theChiefofStaffofUNTSOcontactedtheIsraeli,
Syrian,andEgyptianauthoritiesandmadepracticalarrange-
mentswiththem.Thesearrangementsweretheconsentofthe
conflictparties.
DuringtheOctober1973war,UNTSOintheSuezCanal

sectorwasplaced undertheoperationalcontrolofthe
CommanderofUNEFⅡ.AndUNTSOintheIsrael-Syria
sector was incorporated into the United Nations
DisengagementObserverForce（UNDOF）.Overthese51
years,from1948tothepresent,theconsenttoUNTSOfrom
theconflictpartieshasbeenchallengedbyviolation,denuncia-
tion,modificationandincorporation.Butrisingabovethelong
time,themostprincipalconsentofconflictpartiesforUNTSO
hasbeenthefourGeneralArmisticeAgreementsof1949.

はじめに

国連休戦監視機構（UnitedNationsTruceSupervisionOrganization：UNTSO）

は、第一次中東戦争の時代から中東地域に派遣され、今日に至るまでその
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活動を継続している。それゆえUNTSOは、国際連合の歴史上初の平和維

持活動であり、かつ、活動継続期間が最も長期にわたる派遣団である。本

稿では、国連平和維持活動の一事例たるUNTSOに関して、紛争当事者

による同意の観点から実証的に分析する。国連平和維持活動は、国連憲章

第6.5章などと通称されるように、国連憲章に明確に根拠規定の存在する

ものではない。それゆえ、同活動はその創設当初から、派遣団設置にあたっ

ての基本原則（1）に関して検討する必要に迫られてきた。本稿の目的は、こ

の国連平和維持活動の基本原則の１つである同意原則に焦点をあて、

UNTSOの事例に則して、紛争当事者がいつ、どのような形式で平和維

持活動の派遣に同意するか、また、この同意を与える紛争当事者とは、い

かなる主体であるか、を検討することにある（2）。

第１章 中東戦争の背景

UNTSOの監視員は、長期にわたる活動の実績から、経験も豊富であ

り、高度の知識、技術、能力を有する。そのため、中東地域はもちろんの

こと、国連アフガニスタン＝パキスタン仲介ミッション（UNGOMAP）、国

連アンゴラ検証団（UNAVEM）、国連ハイチ選挙検証団（ONUVEH）、国

連保護軍（UNPROFOR）などの中東以外の地域に派遣された国連平和維

持活動に対しても、専門知識をもつ人材を供給している（3）。

UNTSOの歴史は、そのまま中東戦争の歴史と言っても過言ではない。

第一次中東戦争勃発当初から、UNTSOは中東地域に派遣された。第一

次から第四次までの中東戦争は、同地域に住むユダヤ民族とアラブ民族の

争いである。その発端は、第一次世界大戦中にイギリスが相矛盾する２つ

の約束をユダヤ民族およびアラブ民族に対して行ったことが一因と言われ

る。

1915年10月24日、当時のイギリスのエジプト高等弁務官マクマホン

（MacMahonA.H.）は、メッカの有力者であるシェリフ・フセイン（Sherif

Husein）にあてて手紙を書いた。いわゆる「フセイン＝マクマホン書簡」（4）
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である。当時オスマントルコ帝国と戦っていたイギリスは、中東地域に住

むアラブ民族が、この地域を支配するオスマントルコ帝国に対して反乱を

起こせば、戦争後アラブ地域の独立を承認する旨の書簡を送ったのである。

一方、1917年11月２日、イギリス外相バルフォア（BalforeA.J.）は、ユダ

ヤ人の代表者ロスチャイルド（Rothschild）に対して、ユダヤ民族がパレス

チナにナショナル・ホームランド（nationalhomeland）を設立することに

関して、イギリス政府は好意的であり最善の努力を行う旨の宣言を行った。

いわゆる「バルフォア宣言」（5）である。

第一次世界大戦終了後、パレスチナは国際連盟規約第22条４項に基づい

てイギリスのＡ式委任統治領となった。同条では、「従前土耳其帝国ニ属

シタル或部族ハ、独立国トシテ仮承認ヲ受ケ得ル発達ノ程度ニ達シタリ。

尤モ其ノ自律シ得ル時期ニ至ル迄、施政上受任国ノ助言及援助ヲ受クヘキ

モノトス。前記受任国ノ選定ニ付テハ、主トシテ当該部族ノ希望ヲ考慮ス

ルコトヲ要ス」（6）。その後国際連盟の委任統治国として、イギリスは、ユ

ダヤ民族とアラブ民族との間にたってパレスチナ紛争の解決にあたったが、

その収拾に失敗した。

第二次世界大戦後、1947年４月２日、イギリスはこの問題を国連総会に

付託した。同年５月15日、国連総会はパレスチナ特別委員会設置決議を採

択した（7）。同委員会の報告（8）を受けて、11月29日国連総会は、この地域に

ユダヤ・アラブの２つの独立国をつくるという「パレスチナ分割決議」を

採択した（9）。アラブ諸国の反対を押し切って採択された同決議の成立は、

その後の国連のパレスチナ紛争への立場を明確にするものとなった。それ

までマクマホン書簡をはじめ、様々な文書および誓約が、ユダヤ民族およ

びアラブ民族に対してなされてきた。「しかしこれは、いずれもバルフォ

ア宣言も含めて、戦争中および直後の、そのときどきの情勢に左右された、

首尾一貫していない政策の表明であった。バルフォア宣言を組み入れた委

任統治条項は、政策の表明より一歩進んで、国際連盟理事会の確認をえて、

ひとつの確立した国際法上の制度となったのであった」（10）。
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第２章 第一次中東戦争

パレスチナ分割決議の採択は、同地域における激しい武力衝突を引き起

こすこととなった。1948年４月17日、安全保障理事会は安保理決議46を採

択して、パレスチナにおける休戦のための条件を提示した（11）。４月23日、

安保理決議46の履行を監視するために、安全保障理事会は、ベルギー、フ

ランス、アメリカからなるパレスチナ休戦委員会（UnitedNationsTruce

CommissionforPalestine）を設置した（12）。さらに５月14日、国連総会はパ

レスチナの将来を平和的に調整する役割を担った国連調停官（以下、パレ

スチナ調停官）を任命し、休戦を監視するように指示した（13）。同日、イギ

リスによるパレスチナ地域における委任統治は終了し、翌５月15日、ユダ

ヤ民族はイスラエル共和国を建国した。パレスチナにユダヤ民族の国家が

誕生したことによって、アラブ民族との間に第一次中東戦争が勃発したの

である。

５月29日、安全保障理事会は決議50を採択して（14）、すべての当事者に

対し、軍隊のすべての行為の４週間停止命令、武器禁輸および前述のパレ

スチナ休戦委員会およびパレスチナ調停官の任務遂行に協力するために、

国連の軍事監視員の派遣を要請する決議を採択した。同決議が、のちに

UNTSO設置の基礎となったのである。決議50の採択にあたって、次の

点を考慮する必要があろう。UNTSOを国連平和維持活動の一類型とす

るならば、同機構の派遣にあたって、紛争当事者の同意を得ているだろう

か。また、平和維持活動は武力紛争が現在進行形で展開されている地域に

派遣されるものではなく、停戦が成立している地域に最低限の武器を携行

して派遣されるものである。すなわち平和維持活動の派遣にあたって、当

該紛争地域における停戦は前提条件となるのである。決議50に基づく

UNTSO派遣にあたって、そのような停戦は成立していたのだろうか。

まず、停戦の成立に関して検討してみよう。５月29日の決議50採択の時

点において、紛争当事者間の停戦は成立していなかった。むしろ停戦は、
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決議50を受けてパレスチナ調停官が精力的に活動した結果、成立したので

ある。決議50はその後段において、「アラブ連盟加盟国、パレスチナのユ

ダヤ、アラブ当局に対し、1948年６月１日午後６時（ニューヨーク時間）よ

り遅くない時日に、安全保障理事会にこの決議受託を通報するよう求める。

この決議が双方、またはいずれか一方によって拒否され、または受託され

ても、その後否認または違反された場合は、パレスチナの事態は憲章第７

章のもとに行動するという見地にたって再考慮されるものとする」（15）とし

ている。すなわち、紛争当事者が同決議に従わない場合は、国連憲章第７

章の強制行動の対象とすることを明示することによって、両当事者の決議

受諾を引き出すことが意図されていた。かくしてパレスチナ調停官

は、アラブとユダヤ双方の決議受諾を受けて、休戦協定を実現させたので

ある（16）。

ところで、安保理決議50が採択された折の安全保障理事会の会合に、紛

争当事者たるアラブ側およびユダヤ側双方は参加していただろうか。国連

憲章第32条は、「安全保障理事会の理事国でない国際連合加盟国又は国際

連合加盟国でない国は、安全保障理事会の審議中の紛争の当事者であると

きは、この紛争に関する討議に投票権なしで参加するように勧誘されなけ

ればならない。安全保障理事会は、国際連合加盟国でない国の参加のため

に公正と認める条件を定める」と規定して、紛争当事者の参加を奨励して

いる。事実、決議50が採択された安全保障理事会第305会合には、紛争当

事者としてアラブ側からは、エジプト代表のファウジ（M.B.Fawzi）氏、

レバノン代表のマリク（Malik）氏、イラク代表のアル・アシル（N.Al-

Asil）氏、アラブ高等委員会代表のフセイニ（J.B.Husseini）氏、ユダヤ側

からは、イスラエル代表のエバン（Eban）氏が、投票権なしで討議に参加

している。

決議採択時における紛争当事者の参加は、それをもって同決議の内容に

対して当事者が同意を与えたと見なすことができるかどうかは判断の難し

いところである。しかし、投票権が与えられていない以上、紛争当事者は

その決議内容に対して、自己の意思を明確に反映しうる状況にあるとは判
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断しがたい。それゆえ、決議採択時における紛争当事者の参加は、当事者

に対して決議の内容をほぼ同時に通知するという効果はあるとしても、こ

れをもって当事者から同意を引き出したと判断することは難しいだろ

う（17）。

第一次休戦は６月11日にはじまったが、４週間の期限である７月９日に

は終了し、戦闘が再開された。そのため安全保障理事会は７月15日に再度

会合を開き、戦闘行為の停止、無期限の停戦を要請する安保理決議54を成

立させた（18）。同決議もまた、これに従わない当事者に対し強制措置を執

る旨の内容であったため、７月18日から第二次休戦が成立した。しかしそ

の後も重大な停戦侵犯が発生し、パレスチナ調停官ベルナドッテ伯爵は、

イスラエル人によって暗殺された。パレスチナ調停官の死を受けて、国連

総会は単なる敵対行為の停止ではなく、紛争原因の根本的な解決の必要性

を認め、このような紛争の積極的解決のために国連パレスチナ調停委員会

を設置して派遣することを決定した（19）。その後、ベルナドッテ伯爵の後

を継いでラルフ・バンチ（RalphBunch）博士が事実上の調停官に就任し、

国連パレスチナ調停委員会の協力のもとに、1949年１月よりロードス島に

おいて休戦交渉を開始した（20）。その結果、同年２月24日エジプト・イス

ラエル間の一般休戦協定が成立したのをはじめとし、３月23日にはイスラ

エル・レバノン間の一般休戦協定が、４月３日にはイスラエル・ヨルダン

間の一般休戦協定が、さらに７月20日にはイスラエル・シリア間の一般休

戦協定がそれぞれ成立した（21）。

この４つの一般休戦協定では、初めて平和維持活動として、国連休戦監

視機構（UNTSO）の語が使用された。しかし、このUNTSOは、すでに

1948年の第一次および第二次休戦において派遣されたパレスチナ休戦委員

会およびこれを補佐する軍事監視員のことであり、国連休戦監視機構

（UNTSO）との呼称が一般休戦協定において、初めて使用されたのであ

る（22）。８月11日の安全保障理事会では、同日をもってパレスチナ調停官

の任務が終了したことを確認するとともに、休戦の監督、維持のために引

き続きUNTSOを停戦ラインに沿って派遣することが決議73に基づいて
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決定された（23）。UNTSOの監視員は任務の遂行にあたり、関係当事者の

同意を得ることが前提となっており、休戦の違反行為を実力で阻止する権

限はもたず、武器をもつことは認められなかった。また４つの一般休戦協

定に基づいて、４つの混合休戦委員会が設置された。各委員会は、それぞ

れアラブ側はエジプト、ヨルダン、レバノン、シリアの代表が参加し、イ

スラエル側は同国代表が参加し、さらにUNTSOの監視員が加わった形

式の委員会構成であった（24）。

安保理決議73の成立の背景には、紛争当事者による国際法上の同意が存

在した。すなわち４つの一般休戦協定である。これらの協定はUNTSO

が、紛争当事者たるエジプト、レバノン、シリア、イスラエルすべての同

意を得て、休戦境界線の監視のために派遣された自衛のための軍隊である

ことを確認している。この段階に至って、UNTSOのよってたつ基盤と

なる休戦協定は２種類存することとなった。１つは1948年７月15日の安保

理決議54に基づく休戦であり、今１つが49年に締結された４つの一般休戦

協定である（25）。紛争当事者による同意原則の観点からUNTSOを検討し

た場合、この４つの一般休戦協定の成立をもって当事者による国際法的な

裏付けのある同意が成立したと言えよう。ただし、主権国家たるエジプト、

ヨルダン、レバノン、シリア、イスラエルの同意は得ているが、中東紛争

の最も中心的課題であるパレスチナ・アラブについては、この段階では、

同意原則の対象とする主体としても認識されていなかった。

第３章 第二次中東戦争

第二次中東戦争は、1956年10月29日のイスラエルによるエジプト侵攻に

よって戦闘が勃発した。イスラエルは休戦境界線を越えてシナイ半島に侵

攻したため、シナイ半島の平和維持は、UNTSOとは別の組織である後

述の国連緊急軍 Ⅰ（UnitedNationsEmergencyForceI：UNEFI）に委ねら

れることとなった（26）。UNEFIの設置によってUNTSOの任務に大きな

変化はなかったが、必然的にある程度の任務の範囲は影響を受けた。
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UNTSOの参謀長はUNEFの総司令官となった。UNTSOとUNEFは、

緊密な協力関係にありながら別組織であった。UNTSOはUNEFの活動

の統制下に置かれながら、ガザ地区の監視をその任務としていた（27）。そ

の後11月４日、イスラエル政府は、エジプト・イスラエル間の一般休戦協

定の廃棄通告を行い、さらに11月６日にはUNTSOのガザ地区およびビー

ルシェバ（Beersheba）地域からの撤退を要請した（28）。これに対し国連事務

総長は、58年10月９日に提示した研究摘要において、次のように述べてい

る。「イスラエル政府は、エジプト・イスラエル間の一般休戦協定はもは

や効力を失ったとの立場をとっている。しかし国連は休戦協定に関するこ

のような一方的決定を受け入れることはできない。それゆえ、エジプト・

イスラエル混合休戦委員会委員長およびUNTSO軍事監視要員はイスラ

エルが占領しているガザ地区の至る所にその拠点を置き続ける……」（29）。

以上の考察から、第二次中東戦争の勃発によってUNTSOの地位には

大きな影響はなかったことが分かる。しかし、前述のごとくUNTSOを

ガザ地区に派遣する際の紛争当事者たるイスラエルの同意は撤回されてい

る。それにもかかわらず、国連側がイスラエルの一方的な同意撤回を受け

入れないとの態度をとることによって（30）、UNTSOは従前からの任務を

継続し続けた。一方、イスラエルはその後エジプト・イスラエル混合休戦

委員会のすべての仕事から脱退する旨を事務総長に対して通告してい

る（31）。ここに、紛争当事者による同意原則に関する国連側の解釈の一面

を見ることができる。

第４章 第三次中東戦争

この UNEFIおよび UNTSOの介入によって、イスラエル・エジプ

ト（32）の国境線は1967年までは平穏であった。しかし、ヨルダンとイスラ

エル、シリアとイスラエルの国境線ではアラブ・ゲリラとイスラエルの戦

闘は散発していた。ヨルダン、シリアがイスラエルと戦闘を構える一方、

エジプトのナセル（Na‐ssir,J.A.）は、アラブ民族を代表する立場として、
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イスラエルに対して強硬策に出ることを迫られた。５月15日、エジプトで

は戒厳令がしかれ、ナセルは、イスラエルがシリアを攻撃すればただちに

イスラエルを攻撃することを言明した。イスラエルを攻撃するためには国

境地帯に駐留するUNEFが邪魔となる。５月18日、エジプトはUNEFの

撤退を要請したのである（33）。このUNEFIの撤退に対して、国連事務総

長は５月19日の報告書の中で、エジプト・イスラエル混合休戦委員会は存

続していることを指摘し、UNTSOの同地域における存在は、当初から

限定的ではあったものの、この地域における国連のプレゼンスとなりうる

ことを指摘した（34）。この報告書を受けて、UNTSOの監視員は６人から2

0人へと増員された。イスラエル政府は休戦協定に対する否定的態度は変

えなかったものの、このような国連の活動には反対もしなかった（35）。イ

スラエルとエジプトの緊張はUNTSOのこの程度の増員によっては解決

しなかった。

６月５日、イスラエルがエジプトを空襲することによって、第三次中東

戦争が勃発した。戦闘はイスラエル・シリア間およびイスラエル・ヨルダ

ン間でも開始された。戦闘にあたって、UNTSOは情報を提供するとい

う非常に貴重な役割を果たした。また停戦の早期の段階でいくつかの危機

的な地域の監視役を迅速に果たした。６月７日、安全保障理事会は決議23

4を採択して、関係国政府に対してすべての軍事行動を停止するよう要求

した（36）。６月８日、エジプトとヨルダンの戦線では停戦が発効したが、

シリアとの国境では戦闘が続いていた。UNTSOはこのような全面戦争

に関わることはできなかったが、次の２つの機能を果たすことができた。

１つは交戦当事者間の意思伝達の経路としての役割を果たすこと、今１つ

は国連への情報源となることである。さらにUNTSO参謀長のオード・

ブル（OddBull）将軍は、６月10日にイスラエルとシリアの双方と連絡を

とり、停戦の実施を有効なものとするための実質的な措置を提案し、両当

事者にこれを受諾させた（37）。UNTSOの現地における、両当事者の停戦

受諾を取り付けるという活動によって、６月11日より停戦が発効したので

ある。この停戦受諾によって、イスラエル・シリア間の一般休戦協定に付
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け加える形で、UNTSOの職務権限の範囲が広げられた。６月12日、安

全保障理事会は決議236によって、UNTSOによるこのような措置を承認

した（38）。

その後７月８日、イスラエル・エジプト間のスエズ運河沿いで激しい戦

闘が勃発した。７月９日、安保理議長は、安全保障理事会のコンセンサス

として、事務総長に対してスエズ運河地区での国連による監視に関する必

要な取り決めを両当事者と結ぶように要請した（39）。UNTSO参謀長のブ

ル将軍は、ただちに現地当局と交渉をし、UNTSOがスエズ運河地帯に

駐留することの同意を取り付けた（40）。この取り決めによって、UNTSO

の職務権限には、スエズ運河地帯の監視が付け加えられることとなった。

イスラエル・シリア間およびイスラエル・エジプト間のUNTSOによ

る国境地帯監視の任務は、現地のUNTSO参謀長の現地当局との交渉努

力によって、一般休戦協定の内容に新たな監視地域を加えるという同意を

紛争当事者から取り付けることに成功した。

第三次中東戦争ののち、イスラエルはエジプト・イスラエル間の一般休

戦協定に加えて、シリア、レバノン、ヨルダンとの一般休戦協定に関して

も、すべて廃棄通告を行ったが（41）、事務総長はこれに対してもイスラエ

ルによる一方的決定を受け入れることはできないことを明言している。事

務総長はイスラエルによる同意の撤回に関して、次のような内容の報告書

を1957年の国連総会に提出している。「総会も安全保障理事会も、最近の

敵対行為もしくは1956年戦争の結果、休戦協定の正当性や適用性が変化し

たとは言っていない。事実、各協定には、『当事国間の平和的解決が達成

されるときまで』協定は効力を有するという規定が盛り込まれている。安

全保障理事会も総会も、休戦協定もしくは初期の停戦要求に関してとられ

たそれぞれの適切なる決議を変更しようとはしてきていない。協定の規定

によれば、署名国は相互の同意によって協定の修正あるいは停止を行うこ

とができる。協定には、一方的にその適用を終了させうるとの規定はない。

以上が、これまでの国際連合の立場であり、それは適格な機関がこれに代

わる立場を決定しない限り維持される」（42）。
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第三次中東戦争においては、紛争当事者による同意に関して、国連は２

つの異なった態度を示した。UNEFIに関しては、エジプトの撤退要求

に容易に応じて撤退した。UNEFの同意撤回問題に関しては、「信義則覚

え書」との関係で稿を改めて詳細に検討する。他方、UNTSO派遣の基

礎となった４つの一般休戦協定に関しては、イスラエルの再三の廃棄通告

および混合休戦委員会への不参加にもかかわらず、同国の一方的な決定は

国連としては受諾できない旨を明確にしている。ひとたび国連の監視団を

派遣することに、紛争両当事者および国連が同意したならば、その同意の

撤回は、両当事者の同意によってのみ修正あるいは停止しうるのであって、

一方的に廃棄することはできないとの立場である。４つの一般休戦協定は、

その後、今日に至るまで半世紀以上の間、UNTSO派遣の根拠となる同

意文書として認められている。

第５章 第四次中東戦争

1972年初頭、イスラエルとレバノンとの間で激しい戦闘が起こった。３

月29日レバノン政府は安全保障理事会に対して、 UNTSO要員の増員を

要請した（43）。レバノン政府のこのような要請に応じて、国連事務総長は

４月４日、UNTSOの増員に関するレバノンとUNTSO間の覚え書を取

り交わした（44）。安全保障理事会は、４月19日の非公式協議で、レバノン

の要請を認めた（45）。イスラエルの同意を得ずに、イスラエル・レバノン

両国の休戦境界線のレバノン側に、レバノン政府一方のみの要請に基づい

てUNTSOの増員が決定された。

1973年10月６日、エジプトとシリアは突然イスラエルに対して攻撃を仕

掛け、第四次中東戦争が勃発した（46）。エジプトは、UNTSOの監視区域

を越えて進駐したため、UNTSO監視員の存在は不要になった。そこで1

0月８日、エジプト政府は、UNTSOに撤退を要請した（47）。安全保障理事

会はエジプトの要請に応じることで合意を見た。そのため国連はエジプト・

イスラエル間の紛争に関しては、現地から情報を得ることができなくなっ
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た。10月10日、イスラエルは反撃に転じ、15日にはスエズ運河の渡河に成

功した。国連はこの地域に、UNEFⅡの派遣を検討する。10月22日の安

保理決議338による停戦勧告（48）および、翌23日の安保理決議339による国

連監視員を即時派遣する措置の要請（49）に続いて、10月25日の安保理決議

340では、UNTSO軍事監視員の増員が要請された（50）。同決議に基づいて

UNTSOは再びこの区域に派遣された。UNTSOはUNEFⅡ司令官の活

動統制下に置かれ、これを支援し協力する任務が与えられた。なお、10月

22日からの一連の安保理決議は、紛争当事者であるエジプト、シリア、イ

スラエルの三者の停戦を要請するとともに、国連の軍事監視員による監視

をも要請している。国連事務総長は、これら三当事者との間に書簡を取り

交わして、停戦と国連軍事監視員の受け入れに関する同意を取り付け

た（51）。

ところで10月６日にシリアがイスラエルを攻撃したのち、10月８日には

体勢を立て直したイスラエル軍がシリアに対して反撃に出た。10月10日に

はイスラエル軍は両国間の休戦境界線を越え、10月14日にはシリアのダマ

スカスの西約30キロメートルあまりのところまで進駐した。 UNTSOは

監視所をこの地点に移動して監視することを余儀なくされた（52）。その後

1974年５月31日にイスラエルとシリアは兵力引き離し協定を締結し（53）、

同日の安全保障理事会は決議350を採択して、この地域の監視のために国

連兵力引き離し監視軍（UnitedNationsDisengagementObserverForce：UNDO

F）を派遣することを決定した（54）。UNTSOによる監視は、UNDOFが組

織された５月31日をもって終了し、イスラエル・シリア地区のUNTSO

はUNDOFに完全に編入された。

1949年に締結された４つの一般休戦協定は、４回の中東戦争を経過して、

その効力存続そのものが疑われたり、修正、変更を迫られたりして今日に

至っている。第四次中東戦争においても、エジプトがUNTSOの撤退を

求め、UNTSOもいったんはこの要請に従って撤退しながら、再度この

地域に派遣されている。他方、イスラエル・シリア休戦境界線における

UNTSOの役割は、74年５月31日の兵力引き離し協定の成立によって、
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完全にその任務を終了したと言ってよい。半世紀の歴史の中で、同意も修

正、変更そして存続そのものも疑問に付される場合も出てくると言えよう。

第６章 中東戦争後のUNTSOの活動

1979年３月、エジプト・イスラエル間に平和条約が締結され、エジプト・

イスラエル混合休戦委員会はその任務を終了した（55）。この平和条約は、

エジプト・イスラエル間の一般休戦協定に代わるものと考えられている。

同条約の発効に伴って UNEF Ⅱ は撤退することとなった。一方、

UNTSOに関して国連事務総長は声明を発表し、同軍の撤退はシナイ半

島でのUNTSOの職務権限に影響を与えるものではないものとした（56）。

その後、エジプト政府の要請に基づきUNTSOはその任務を継続するこ

ととなった（57）。

これに先立つ1978年３月19日、安保理決議425に基づいて、国連レバノ

ン暫定軍（UnitedNationsInterim ForceinLebanon:UNIFIL）が設置され

た（58）。これによって、レバノン地区に派遣されたUNTSOはその任務を

中断することになった。しかし同地区の監視員は現地に残り、UNIFIL司

令官の活動統制下に置かれた（59）。その後、82年８月初頭にイスラエル軍

はレバノンの西ベイルートに侵攻した。 ８月１日に開催された安全保障

理事会は、決議516を採択して、ベイルートの即時停戦を要求した（60）。

この決議を受けて国連事務総長は８月３日、暫定的にレバノン政府の管轄

下のベイルート地域に監視員を派遣した（61）。同日、イスラエル政府はこ

れを拒否した（62）。翌８月４日安全保障理事会は、決議517を採択して、事

務総長の措置を高く評価した（63）。さらに８月12日、安全保障理事会は決

議518を採択して、イスラエル政府に対しUNTSOへの協力を要請したが、

再びイスラエル政府は協力を拒否した（64）。その後９月17日には、ベイルー

トでパレスチナ難民が大量に虐殺され、９月19日の安全保障理事会はこの

大量虐殺を非難した（65）。９月20日、ようやくイスラエル政府は、追加監

視員の派遣に同意した（66）。その後、イスラエル軍のベイルート地域から
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の撤退に伴って、監視員の人数も削減された。

1973年の第四次中東戦争時も、イスラエル・ヨルダン地区は平穏であっ

た。94年にイスラエル・ヨルダン間に平和条約が締結され、翌年、アンマ

ンにあるUNTSO連絡事務所は閉鎖され、エルサレムにあるUNTSO本

部がイスラエル・ヨルダン間を統御することとなった（67）。

1949年に締結された４つの一般休戦協定は、半世紀の歴史の中で、修正、

変更されるとともに、存続そのものが疑問に付される場合もあった。例え

ば、74年のイスラエル・シリア間の兵力引き離し協定、79年のイスラエル・

エジプト間の平和条約、および94年のイスラエル・ヨルダン間の平和条約

などである。これらの条約は、一般休戦協定に取って代わる効力を有する

かに見えた。しかし、平和条約締結後も、未だこの地域にUNTSOの存

在が必要とされている。この場合のUNTSOの設立根拠となる同意は、

やはり４つの一般休戦協定に求められると言えるだろう。

結 論

以上、UNTSOの活動の歴史を追いながら、UNTSO派遣の基礎とな

る紛争当事者による同意の変遷を検討してきた。

1948年の第一次中東戦争勃発当初の5月29日、安全保障理事会は、パレ

スチナ休戦委員会およびパレスチナ調停官の任務遂行に協力するために、

国連の軍事監視員の派遣を要請する決議50を採択した。同決議は、のちに

UNTSO設置の基礎となった。しかし前述のごとく、ここでの軍事監視

員の派遣にあたって、事前に紛争当事者間の休戦も成立していなければ、

両当事者の派遣に関する同意も得られていなかった。安全保障理事会は、

紛争当事者が決議50に従わない場合、国連憲章第７章の強制行動の対象と

することを明示することによって、決議採択後に両当事者の決議受諾を引

き出した。その後採択された決議54も同様の経緯で、紛争当事者の休戦お

よび同意を引き出している。国連の平和維持活動の初期の事例であり、未

だ同意原則が明確にされていなかった時代に設置された監視団であるため、
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UNTSOの前身的存在が紛争地域に派遣されるという事実が先行し、そ

の後、休戦や同意が確認されたものと言えよう。初期の実行から、

UNTSOのよってたつ基盤となる休戦協定は２種類存することとなった。

１つは48年７月15日の安保理決議54に基づく休戦であり、今１つが49年に

締結された４つの一般休戦協定である。この４つの一般休戦協定の成立を

もって当事者による国際法的な裏付けのある同意が成立したと言えよう。

第二次中東戦争の勃発によってUNTSOの地位には大きな影響はなかっ

た。しかし、前述のごとくイスラエル政府は、エジプト・イスラエル間の

一般休戦協定の廃棄通告を国連事務総長に対して行っている。それにもか

かわらず、国連側がイスラエルの一方的な同意撤回を受け入れないとの態

度をとることによって、UNTSOは従前からの任務を継続し続けた。こ

こにおいて国連は、いったん紛争の両当事者から同意を取り付けた以上、

当事者の一方による同意の撤回は受け入れないとの態度を明確にしている。

第三次中東戦争においても、国連はイスラエル政府に対して同様の態度

を示した。イスラエルは、UNTSO派遣の基礎となった４つの一般休戦

協定すべてを廃棄することを要請した。それにともなって同国はすべての

混合休戦委員会に参加しなかった。国連としてはこのようなイスラエルの

一方的決定を受諾できない旨を明確にしている。前述のごとく、ひとたび

国連の監視団を派遣することに、紛争両当事者および国連が同意したなら

ば、その同意の撤回は、両当事者の同意によってのみ修正あるいは停止し

うるのであって、一方的に廃棄することはできないのである。他方、

UNEFIに関しては、国連はエジプトの撤退要求に容易に応じた。

このような同意の撤回に対する国連の対応の相違はいかなる根拠に基づ

くものであろうか？ この相違は、およそ２つの側面から推察される。第

１に、両当事者の同意の根拠となる規定の相違である。UNTSOの場合、

一般休戦協定という確立された国際法に基づく両当事者の同意であった。

他方、UNEFIの場合、国連総会決議1001（ESI）に基づいて、紛争の一

方の当事者であるエジプト政府の同意を得て、エジプト領内に駐留したも

のである。ここにおける国連総会決議の法的性質および、これに同意を与
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えたエジプト政府の書簡の法的性質は、明確な国際法上の法的拘束力ある

文書であるかどうかは、稿を改めて検討する必要があろう。しかし、

UNTSOの同意の根拠規定たる一般休戦協定が、国際法上の法的拘束力

ある文書であることには異論の余地はない。第２に、UNEFIとUNTSO

は、その職務権限に相違がある。この点に関して国連総会決議1001（ESI）

は、UNEFIを、UNTSOの監視員以上のものであり、軍事類似の性格

をもつが駐留地域を一時的に支配する軍隊ではないと説明している。

UNTSOは、あくまで国内事項不干渉の原則に基づき、停戦を監視し、

停戦侵犯があった場合にこれを事務総長に報告することのみを任務とする。

他方、UNEFIの場合には、紛争両当事者の間に介在し、いわゆる国連

のプレゼンスを示すことによって、紛争の再発を防ぐ目的で派遣されるも

のである。このような職務権限の相違が、同意撤回に対する国連の対応の

相違に反映しているとも言えよう。

ところで、第三次中東戦争において今１つ特筆すべきことは、現地に派

遣されたUNTSO参謀長のブル将軍の現地当局との交渉努力である。ブ

ル将軍は、イスラエル・シリア間の停戦の実施を有効なものとするための

実質的な措置を提案し、両当事者にこれを受諾させた。この停戦受諾によっ

て、イスラエル・シリア間の一般休戦協定に付け加える形で、ゴラン高原

におけるUNTSOの職務権限の範囲が広げられた。イスラエル・エジプ

ト間の紛争に関しても、安保理議長は、安全保障理事会のコンセンサスと

して、スエズ運河地区での国連による監視に関する必要な取り決めを両当

事者と結ぶように要請した。UNTSO参謀長のブル将軍は、ただちに現

地当局と交渉をし、UNTSOがスエズ運河地帯に駐留することの同意を

取り付けた。イスラエル・シリア間およびイスラエル・エジプト間の

UNTSOによる国境地帯監視の任務は、現地のUNTSO参謀長の現地当

局との交渉努力によって、一般休戦協定の内容に新たな監視地域を加える

という同意を紛争当事者から取り付けることに成功した。

第四次中東戦争において、エジプトはUNTSOに対しても撤退を求め

た。このときエジプトは一般休戦協定の効力については否定せず、混合休
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戦委員会からは脱退していない。単に、一般休戦協定に規定された地点に

UNTSOが駐留することが、同監視団を危険にさらすこととなるためエ

ジプトは撤退を要請したのである。UNTSOもいったんはこの要請に従っ

て撤退しながら、半月後には再度エジプトの同意を得てこの地域に派遣さ

れている。他方、イスラエル・シリア休戦境界線におけるUNTSOの役

割は、1974年５月31日の兵力引き離し協定の成立によって、完全にその任

務を終了したと言ってよい。

1949年に締結された４つの一般休戦協定は、４回の中東戦争を経過して、

その効力存続そのものが疑われたり、修正、変更を迫られたりして今日に

至っている。UNTSOは、この地域に新たに設置されたUNEF、UNDOF、

UNIFILなどに編入されたり、引き継がれたりしている。さらに、49年に

締結された４つの一般休戦協定に代わるような条約が締結されている。例

えば、74年のイスラエル・シリア間の兵力引き離し協定、79年のイスラエ

ル・エジプト間の平和条約、および94年のイスラエル・ヨルダン間の平和

条約などである。これらの条約は、「後法は先法を廃すの原則」に基づい

て、一般休戦協定に取って代わる効力を有するかと考えられる。しかし、

UNTSOの派遣にあたっての紛争当事者の同意の根拠規定は、今日もな

お、基本的には４つの一般休戦協定に置かれている。この一般休戦協定に、

唯一修正を加えたとされているものは、第三次中東戦争時に、UNTSO

参謀長が当事者から同意を取り付けたゴラン高原およびスエズ運河の監視

の職務権限である。99年の国連事務局の平和維持活動局の見解によると、

UNTSO派遣の同意の根拠規定は、49年の４つの一般休戦協定および67

年のUNTSO参謀長がスエズ運河およびゴラン高原の監視について取り

付けた同意に基づいていると説明している（68）。UNTSOの場合、半世紀

以上経た今日においても、49年に取り付けられた紛争当事者による同意に

基礎を置いている点が特筆すべき点と言えるだろう。
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